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育振興法施行規則（以下、「施行規則」）が 1955 年 5 月に制定された。制定時の構成は、「第一章 教職員
住宅」「第二章 へき地集会室」「第三章 へき地学校教員養成施設」となっており、これらに対する
補助金交付が主なものであった。施行規則はその後 2 度の一部改訂を経て、1959 年 7 月に全部改訂
され現在の施行規則の原型となった。
制定時の構成は、「第 1 条 趣旨」「第 2 条 用語の意義」「第 3 条 へき地学校の級別の指定」「第
4 条 基準点数の算定」「第 5 条 要素ごとの点数の補正」「第 6 条 付加点数」「第 7 条 級別の指定
の特例」「第 8 条 本校及び分校」となっている。現在は「へき地手当の額」「へき地手当と地域手当
との調整」「へき地手当に準ずる手当の支給」「指定の見直し」が加えられている。
へき地学校の指定は、「基準点数」「付加点数（現「調整点数」）」を加算した「合計点数」によって行わ






















第二に、1960 年、1973 年、1990 年に大きく増加し、2010 年にやや高い割合で減少している点で
ある。これは第二章で詳述するが、現在の基となる施行規則への全部改訂が行われた 1959 年、及び
基準の大幅な改訂が行われた 1972 年、1989 年、2009 年の翌年にちょうど該当する。すなわち、1959













上述の通り、1959 年 7 月 31 日に施行規則が全部改訂され、現在の原型となる制度が整った。それ
までのへき地学校指定基準は都道府県が別個に作成していたが、これにより全国的な統一基準がつく
られたことになる。
この時の県別の数値は、以下の通りである（図表 3）。全体としては約 1300 校、16%増加した。網掛




















で 10 点加算だったのが、揚水施設・配水施設がある場合は 5 点の加算となった。また、「有毒ガス等




加し、全体としては約 1,400 校、20%増加した6。網掛けにしてある県は、増加率が 150%を超えた県





紀要 第 20 号 35
にへき地学校指定を外された学校においても、改めてへき地学校として指定されたことが推察できる。
一方で、神奈川、愛知、大阪はへき地指定学校数が減少している。もともと神奈川は 10 校から 9




と施設の距離が 48km 以上離れていれば一律の点数だったのが、120km 以上にまで伸びた。北海道
や離島などをより意識したものと推測できる。2）「駅又は停留所までの距離」の点数が大きく減らさ
れた。例えば以前は 40km 離れていれば 120 点であり、その時点で 3 級地以上が確定していたのに対





とも考えられる。島用基準においても 1 日の定期航行の回数は 5 回を上限としていたのが、10 回まで
引き上げられるなどの緩和があった。
また、「へき地学校等の指定」を定める第 3 条が改訂され、1 級地指定の点数が「40~79 点」から「4
5~79 点」に変更された。一方で、それまで「35~39 点」で指定されていた「へき地学校に準ずる学






















として指定されにくくなった。特に先の改訂で 120 点から 80 点に減らされた「駅又は停留所までの
距離が 40km 以上離れている場合」の点数が、40 点にまで減らされた。これにより、2 級地以上確定
だったのが 1 級地以上の確定となった。自家用車の普及も考えられるが、学校統廃合の影響もあり、
そもそもそれほど駅や停留所から離れた地域に学校がなくなってきたという可能性もあるだろう。島
































































現時点（2019 年 2月）で準級地（35~44点）、1 級（45~79 点）、2 級（80~119 点）、3 級（120~159 点）、4 級（160~199
点）、5 級（200点以上）である。数字が大きくなるほど「へき地性」が強いことになる。
3 例えば、学校から「医療機関までの距離」のうち、交通機関のない部分が 6km 以上 8km 未満の場














8 1961 年～2009 年のうち、増加した年を除いた減少率の平均は 2.3%、一方で 2011 年～2017 年まで
の減少率の平均は 4.4%となり、この年を境に減少率は倍増していると見ることもできる。もちろん、
詳細な分析を行う上では、子どもの減少やそれに伴う学校統廃合等も考慮に入れる必要がある。
9 沖縄のへき地学校数については、学校基本調査において 1970 年から調査結果が掲載されている。
1970 年から 1972 年の結果まで「（別掲）」と付され、1973 年の結果から「（別掲）」は削除されてい
る。
10 級に応じた支給割合で、給料及び扶養手当の月額の合計に対して準級地 4%、1 級 8%、2 級 12%、
3 級 16%、4 級 20%、5 級 25%を乗じて得た額を加算する。
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● 英文タイトル
Research on the vicissitude of the Act on Improvement of Education in Remote Areas Enforcement Regulations,
and quantitative variations in schools in remote areas.
● 英文要約
The objective of this study was to examine the vicissitude of educational criteria in remote areas as per the Act on
Improvement of Education in Remote Areas Enforcement Regulations, and to analyze quantitative variations in
schools in remote areas.
Criteria for education in remote areas were established in 1959. Since then, the criteria changed three times. The
number of schools in remote areas decreased, but the change of criteria in remote areas increased. Due to the new
criteria in 2009, there was a decrease in the number of schools in remote areas because they were now being
financed by the central government.
It is important to deliberate on the condition of educational maintenance in remote areas, in order to promote
education.
